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８. 数値目標の設定および計画の進行管理 

８.１  数値目標の設定 

立地適正化計画は、目標年次をおおむね 20 年後の 2040 年とした、長期的な期間の中で、
まちづくりの理念である「暮らし・産業・自然の調和した持続可能な都市」の実現を目指し
ています。 

そのため、多核集約型の都市構造によるコンパクトな市街地形成を進めていく中で、実施
する各種施策の進捗状況やその効果等を見極め、より効果的に計画を運用していくことから、
「目標値」および「期待される効果」をそれぞれ設定します。 

なお、「目標値」は、まちづくりの基本理念に対応した「基本指標」、計画期間において
重点的に取組む計画の目標に対応した「重点指標」をそれぞれ設定します。 

また、設定した「重点指標」に対応し、本計画に位置付けた誘導施策の展開によって「期
待される効果」を設定します。 
 

 
図８-１ まちづくりの理念・目標と数値目標の関係 
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８.１.１  基本指標の設定 

目標値の基本指標は、「都市機能」「居住」「公共交通」それぞれの視点から設定しま
す。 

 

（１） 都市機能に係る基本指標 

都市機能に係る基本指標は、本計画で位置付ける誘導施設を維持・増進していくこ
とを目標とし設定します。 

 

表８-１ 都市機能に係る基本指標 

基本指標 基準値 
目標値 

2030 年 2040 年 

都市機能誘導区域内に

誘導すべき誘導施設の

立地数 

高次・広域拠点 

（中央地域） 

97 施設 

（2017 年） 

基準値以上 

生活拠点：地域間連携型 

（南部地域） 

12 施設 

（2017 年） 

生活拠点：増進型 

（東部・西部・北部地域） 

43 施設 

（2017 年） 

生活拠点：維持型 

（河辺・雄和地域） 

７施設 

（2017 年） 
 
 

（２） 居住に係る基本指標 

居住に係る基本指標は、市全体で人口減少が進む中にあっても、居住誘導区域内人
口密度を、多様な生活サービス施設が立地しやすい環境にある 50 人/ha 以上を維持す
ることを目標とし設定します。 

 

表８-２ 居住に係る基本指標 

基本指標 基準値 
目標値 

2030 年 2040 年 

居住誘導区域内の人口密度（可住メッシュ人口密度） 

（＝可住メッシュ人口÷居住誘導区域内可住メッシュ面積） 

54.7 人/ha 

（2015 年） 
50.0 人/ha 以上 
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（３） 公共交通に係る基本指標 

公共交通に係る基本指標は、公共交通と連携したまちづくりを進めていき、公共交
通利用率を維持・確保していくことを目標とし設定します。 

 

表８-３ 公共交通に係る基本指標 

基本指標 基準値 
目標値 

2030 年 2040 年 

路線バスおよびマイタウン・バスの利用率 

（＝年間バス輸送人員÷365 日÷総人口） 

6.6％ 

（2015 年） 
基準値以上 

鉄道の利用率 

（＝市内全鉄道駅の１日の乗車人員÷総人口） 

5.3％ 

（2015 年） 
基準値以上 

 
 

８.１.２  重点指標および効果の設定 

（１） 目標１に係る重点指標および効果 

『高齢者が健康で、活動・活躍できる「場」の創出による、生きがいのある暮らし
の実現』に係る重点指標は、元気な高齢者が活発に働くことのできる場を創出するこ
とで、就業している高齢者の割合を維持・増進していくことを目標とし設定します。 

元気に働く高齢者が増加することは、身体活動の増加に伴う健康改善につながるも
のと考えられます。そのため、目標１に係る効果は、元気な高齢者の割合を視点とし
設定します。 
 

表８-４ 目標１に係る重点指標および効果 

 基準値 
目標値 

2030 年 2040 年 

重点 

指標 

就業している高齢者の割合 

（＝就業している高齢者数÷高齢者人口） 

17.0％ 

（2015 年） 
基準値以上 

効果 
元気な高齢者の割合 

（＝１－65歳以上の要介護（支援）認定者数÷高齢者人口） 

78.8％ 

（2015 年） 
基準値以上 
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（２） 目標２に係る重点指標および効果 

『子育て世代が時間効率メリットを得られる「場」の創出による、子どもとの時間
を大切にできる暮らしの実現』に係る重点指標は、市全体で子どもの人数が減少して
いく中にあっても、都市機能誘導区域内の「特定教育・保育施設等」および「地域型
保育事業」の施設立地数を維持・増進していくことを目標とし設定します。 

働く場を含めた多様な機能集積が図られた子育て環境を創出することは、働く女性
の増加につながるものと考えられます。そのため、目標２に係る効果は、働く女性の
割合を視点とし設定します。 
 

表８-５ 目標２に係る重点指標および効果 

 基準値 
目標値 

2030 年 2040 年 

重点 

指標 

都市機能誘導区域内の「特定教育・保育施設

等」および「地域型保育事業」施設立地数 

22 施設 

（2017 年） 
基準値以上 

効果 
働く女性の割合 

（＝15～49 歳で就業している女性人数÷15～49 歳女性人口） 

61.7％ 

（2015 年） 
基準値以上 

 
 

（３） 目標３に係る重点指標および効果 

『集い・にぎわい・交流が生まれる「場」の創出による、県都『あきた』の新たな
都市型生活の実現』に係る重点指標は、多世代・多様な人々が交流することのできる
場を創出することで、都市機能誘導区域内での様々な活動を維持・増進していくこと
を目標とし設定します。 

都市機能誘導区域内での交流・活動が増加することは、当該地での民間投資の活発
化による地価上昇につながるものと考えられます。そのため、目標３に係る効果は、
都市機能誘導区域内の平均地価を視点とし設定します。 
 

表８-６ 目標３に係る重点指標および効果 

 基準値 
目標値 

2030 年 2040 年 

重点 

指標 

専用住宅・工場等を除く市内全新築着工件数

のうち、都市機能誘導区域内の着工件数割合 

23.2％ 

（2015 年） 
基準値以上 

効果 

都市機能誘導区域内平均地価 

（地価公示および都道府県地価調査による） 

60,100 円 

（2017 年） 
基準値以上 

都市機能誘導区域内平均地価変動率 
-12.1％ 

(2013～2017) 
※変動率は、平均地価の変化を評価するための二次的な指標として使用 

※各地域の都市機能誘導区域内の地価公示および都道府県地価調査の各調査地点が無くなった場合は、

当該地点近傍の相続税路線価等を基に代替値を算定 
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８.２  計画の進行管理 

立地適正化計画は、おおむね５年ごとに計画に記載した誘導施策の実施状況について確
認・検証・評価を行い、計画の進捗状況や妥当性を精査・検証していきます。 

また、その結果は都市計画審議会に報告をしつつ、誘導施策の充実・強化等について随時
検討を行うとともに、必要に応じて、計画を改善することにより、見直しを行っていきます。 

計画の具体的な進行管理は、市民・事業者・行政が様々な視点から評価を行いながら、計
画の更なる改善に向けた段階的・継続的な取組みが必要となることから、計画策定（Plan）
後の誘導施策の展開（Do）を受け、その後の目標値および効果を評価（Check）し、必要に
応じて見直す（Action）といった、「PDCA サイクル」により、計画の管理と質の確保を図り
ます。 

なお、都市機能および居住の各誘導区域の見直しにあたっては、市が見直しの必要性につ
いて検討したうえで、その内容を客観的に判断するため、秋田市都市計画審議会に見直しの
要否を諮ることとします。 

 
《P：計画》 

➢都市機能および居住誘導区域の設定   ➢誘導施設および施策の設定 

➢目標値および効果の設定        ➢必要に応じた計画の見直し 

《D：実践》 

➢誘導施策の展開            ➢進捗状況のモニタリング 

《C：評価》 

➢目標値および効果の確認・検証・評価  ➢課題の確認（既存課題・新たな課題） 

《A：見直し》 

➢誘導施設および施策の見直し 

図８-２ ＰＤＣＡサイクルの概念図 

 
 
「PDCA サイクル」の実効性を高めるためには、計画段階において、評価の考え方を明確

化する必要があります。 

本計画は、次に示す評価の考え方に基づき、「評価：Check」を的確に実施していきます。 
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評価の考え方 

PDCA サイクルにおける「評価（Check）」は、前章で設定した誘導施策の分類ごとに、「①
誘導施策の実施状況（アウトプット）」および「②個々の施策展開によってもたらされる効果
（アウトカム）」の視点から、おおむね５年ごとに評価を実施します。 
また、誘導施設に位置付けない動向把握施設を含め、施設立地の立地状況を継続的に把握

します。 
 
《誘導施策の分類》 
①都市機能誘導区域内に誘導施設を維持・誘導するための施策 
②居住誘導区域内に居住を誘導するための施策 
③居住誘導区域外に係る施策 
④公共交通に係る施策 
 
《「施策展開によってもたらされる効果」に係る評価の考え方》 
①都市機能誘導区域内に誘導施設を維持・誘導するための施策 

都市機能誘導区域内に誘導施設を維持・誘導するための施策の評価は、「民間による
公的不動産の活用件数」や「都市機能誘導区域内における低未利用地の面積割合」な
ど、個々の誘導施設を維持・誘導することによってもたらされる効果を視点とし、評
価を実施します。 
 
②居住誘導区域内に居住を誘導するための施策 

居住誘導区域内に居住を誘導するための施策の評価は、「市外からの転入世帯のう
ち、居住誘導区域内を選択した世帯の割合」や「市内での転居世帯のうち、居住誘導
区域内を選択した世帯の割合」、「空き家率」など、居住を誘導することによってもた
らされる効果を視点とし、評価を実施します。 

 
③居住誘導区域外に係る施策 

居住誘導区域外に係る施策の評価は、「居住誘導区域外人口の変動率」や「市外から
の居住誘導区域外への転入者数」など、居住誘導区域外で持続的なコミュニティの維
持等に係る施策の展開によってもたらされる効果を視点とし、評価を実施します。 
 
④公共交通に係る施策 

公共交通に係る施策の評価は、「公共交通路線の徒歩利用圏内人口密度」や「運転免
許証返納率」など、公共交通の利用促進・利便性向上に係る施策の展開によってもた
らされる効果を視点とし、評価を実施します。 
  


